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第 4章　雇用保険法 ▪ 〔４〕失業等給付の種類

〔４〕失業等給付の種類

●失業等給付等の全体像

特例一時金

育児休業等給付

失業等給付

失業等給付等

育児休業給付金
出生時育児休業給付金
出生後休業支援給付金
育児時短就業給付金

高年齢雇用継続基本給付金
高年齢再就職給付金
介護休業給付金

日雇労働求職者給付金

基本手当
傷病手当
技能習得手当
寄宿手当

高年齢求職者給付金

受講手当
通所手当

雇
用
継
続
給
付

教
育
訓
練
給
付

就
職
促
進
給
付

求
職
者
給
付

高年齢雇用継続給付

育児休業給付
出生後休業支援給付
育児時短就業給付

介護休業給付

受給資格者
（一般被保険者であった
者）に対する求職者給付

日雇受給資格者
（日雇労働被保険者であっ
た者）に対する求職者給付

特例受給資格者
（短期雇用特例被保険者であっ
た者）に対する求職者給付

高年齢受給資格者
（高年齢被保険者であった
者）に対する求職者給付

求職活動支援費

就業促進手当
移転費 ※

※

※

※

※

教育訓練支援給付金

教育訓練給付金
教育訓練休暇給付金

就業促進定着手当※

再就職手当

常用就職支度手当
広域求職活動費
短期訓練受講費

求職活動関係役務利用費
※

（令和9.3.31まで
の時限措置）

※高年齢被保険者（高年齢受給資格者）も支給対象となる。
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〔５〕基本手当

■ 基本手当の受給資格要件

受給資格
基本手当の支給を受けることができる資格を「受給資格」といい、当該受
給資格を有する者を「受給資格者」という。

受給資格の原則要件
受給資格が認められるためには、次の要件を満たさなければならない。
①　離職による被保険者資格の喪失の確認を受けたこと。
②　失業の状態（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、職業に就くこ
とができない状態）にあること。

③　原則として、離職の日以前２年間（算定対象期間）に被保険者期間が
通算して12箇月以上あること。

被保険者期間 被保険者期間 離職日 資格喪失日
（離職日の翌日）

受給資格あり
＝

２年間（算定対象期間）

通算して 12 箇月以上
（行政手引 50102）


